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　「第二次由布市総合計画」とは、地方自治体が持つ、最も基本的で、最上位に位置づけられる計画です。

今後10年間における由布市のまちづくり、行政運営の目標や基本理念、施策の体系等を定めるものです。

　由布市は、平成17年10月１日に挾間町、庄内町、湯布院町の合併により誕生しました。それから10年

が経過したことを受けて、これまで由布市のまちづくりの羅針盤であった「第一次由布市総合計画」を引

き継ぎ、これからの10年のまちづくりに向けて「第二次由布市総合計画」を策定しました。

　第二次由布市総合計画の策定に際しては、我が国全体が迎えている人口減少、少子高齢化、グローバリ

ゼーション　といった社会動向を踏まえて、これまでよりも、より一層市民の皆様の満足度を高め、来訪

者の皆様に評価していただける由布市を目指して、戦略的で意志のある計画策定を目標としました。

　そのため、総合計画の構成についても、由布市が今後10年間にわたって進めるまちづくりの目標や基本

理念、施策の体系を示した「基本構想」（別冊）と、その中で由布市が今後５年間に特に重点的に取り組

む重点プロジェクトについて、その目標や推進体制、取り組みステップ等を示した「重点戦略プラン」（本

書）、今後３年間の由布市の事務・事業計画を示した「実施計画（別冊）」の三部構成とし、由布市のまち

づくりの方向性をより明確に示すようにしました。

　また、策定にあたっては、市民アンケートの実施や各地区で市政懇談会を開催するとともに、市民の皆

様と市職員による検討ワーキングや市民代表者による審議会を設置し、市民の皆様とともに計画内容につ

いて検討を進めてきました。この「第二次由布市総合計画（重点戦略プラン）」は、「第二次由布市総合計

画（基本構想）」と一体となって、今後の由布市のまちづくりの指針を示すものです。今後、これらの計

画に基づき、市民、企業の皆様のみならず地域外の協力者の皆様とともに由布市のまちづくりに取り組ん

でいきます。

より戦略的なまちづくりに向けた第二次由布市総合計画

※「基本構想」と「実施計画」については、別冊になるため、本書には掲載されておりません。

基本構想
（10年間）

重点戦略プラン
（５年間）

実施計画

※

※

第
二
次
由
布
市
総
合
計
画

●まちづくりの基本理念
●まちづくりの目標
●施策体系

●5年間に特に重点的に
　取り組むべき施策

●事務・事業計画

みんなで進める！
持続可能なまちづくり

一人ひとりの
力を活かせるまちづくり

人や文化を育む
まちづくり

経済の循環から
地域が潤うまちづくり

豊かな環境の中で快適な暮らしが
実感できるまちづくり

地域を知り、
表現するまちづくり

　重点戦略プランは、以下に掲げるまちづくりの目標のもと、基本構想の６つの項目それぞれに対応して

います。各プロジェクトの実施にあたっては、既存の課や組織を横断的に取り組むものとして設定してい

ます。

まちづくりの目標

地域自治を大切にした
住み良さ日本一のまち・由布市

基本構想の６つの項目 重点戦略プラン

プラン1  　地域防災力強化プロジェクト

プラン4  　地域へ飛び出せ！健康マイレージプロジェクト

プラン10　民官学の協働による豊かな水環境創出プロジェクト

プラン2  　みんなで守り育てる公共交通活性化プロジェクト

プラン3  　“市民が主体！！”コミュニティ活性化プロジェクト

プラン7  　食からはじめる健康づくり。食と農の再発見プロジェクト

プラン8  　次世代につなげよう、持続可能な仕事づくりプロジェクト

プラン9  　滞在型・循環型保養温泉地実現プロジェクト

プラン11　由布ならではの移住・定住プロジェクト

プラン12　地域プロモーション推進プロジェクト

プラン13　ゆふツーリズム推進プロジェクト

プラン5  　子どもたちを包み込む支えあい・助けあいプロジェクト

プラン6  　『由布の学び』創造プロジェクト

用語解説 【グローバリゼーション】
人、Ϟϊ、Χω、ใͳͲがࠃのΈを͑ͯ Ͱ֦େする͜نಈがੈք׆ɾจԽのࡁܦɾ࣏にҠಈし、ൃ׆ ͱをい͏ ɻ
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　本市には、まちづくりに活かしたい資源

や強みが豊富にある一方で、今後の人口動

向に関しては減少傾向で推移していくこと

が予測されています。

　長期的な人口推移では、2060年に日本の

総人口は現在の約70％、本市は現在の約

64％（21,475人）になると予測されており、

本市は全国平均を上回る減少が見込まれて

います。（人口予測は、国立社会保障・人口

問題研究所（以下「社人研」という。）が公

表した「日本の将来推計人口（2012 年1 月

中位推計）」によります。）

重点戦略プランの実行にあたって～まちづくりの課題　　そして、まちづくりに活かしたい資源・強み～

1 全国平均を上回る人口減少予測

　本計画の終了年である10年後、平成37年（2025年）の人口は、31,068人と予測されています。

2005年から2015年までの10年間での減少率が4.9％である一方で、2015年から2025年までの減少率は

10.5％となっており、今後本市においても人口減少が本格化することが見込まれています。持続的な

まちづくりを行うにあたって、人口減少社会に対応した適切な土地利用も重要です。由布市都市計画

マスタープラン　の土地利用方針に基づき、施策を実施していきます。

2 人口減少が本格化するこれからの10年

　人口減少社会が予想される中でも、まちづくりの目標の実現に向け、以下の強みを効果的に活かし

ながら取り組みます。

3 まちづくりに活かしたい由布市の強み

　「まちづくりの目標」の実現に向けた取り組み姿勢である基本理念を以下のように設定し、13の重点

戦略プランを実行していきます。

4 まちづくりの基本理念と人口目標

「連携」と「協働」　「創造」と「循環」

2025年までの人口推計

2010年 2060年

100
90
80
70
60
50
40
30
20
10
0

（％）

日本

100

2010年の人口を100とした時の
2060年の人口（2015年の45年後）

由布市

100

70
64

豊かな自然環境、
水資源、温泉

農林畜産業と
伝統文化の継承

道路・鉄道等による
交通利便性

充実した医療・福祉施設 我が国屈指の観光地 質の高い住環境

本総合計画に掲げる施策の取り組み等により、

を目指します。
「平成37年（2025年）の将来計画人口32,000人」

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025

国勢調査 推計値

（年）

1975年
32,994人

1985年
35,945人

2010年
34,702人

2025年
31,068人

用語解説 【都市計画マスタープラン】
ܭࢢը๏にجづく、ࢢொଜのܭࢢըにؔするجຊతͳ方の ͱ͜ɻ
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■  対象とする課題
　由布市で発生する災害には、河川のはん濫、浸水等の風水害、土石流や地すべり等の土砂災害、南海トラフ

巨大地震等の地震災害、火山災害、火災や危険物災害が想定されます。ひとたび大規模な災害が発生した場合、

市や県、国の対応（公助）だけでは限界があり､ 早期に実効性のある対策をとることが難しい場合も考えられ

ます。

　被害の拡大を防ぐためには、自分の身を自分の努力によって守る（自助）とともに、普段から顔を合わせて

いる地域や近隣の人々が集まって、互いに協力し合いながら、防災活動に組織的に取り組むこと（共助）が必

要です。この「自助」「共助」「公助」が有機的につながることにより、被害の軽減、早期復旧に結びつくこと

から次の取り組みを中心として地域防災力の強化に努めます。

●共助の中核となる自主防災組織の整備・充実　　●救急医療、消防団、自主防災組織の連携強化

●消防団活動のさらなる充実　　●世代に応じた防災教育の連携による継続的な防災意識の向上

■  目　　標
❶ 全自治区における自主防災組織の結成（＊隣接する自治区との共同結成もありうる）

❷ 各自主防災組織（自治区）において自主防災活動のリーダー的役割を果たす防災士の養成

❸ 消防団との連携に基づく、地域の実情にあった日常的な啓発活動や訓練の充実

❹ 一人でも多くの命を救うための、救急医療と連携した訓練や研修の充実

❺ 継続的な防災意識の向上のための、それぞれの世代（幼少期～後期高齢期）に応じた防災教育の充実

■  基本方針
❶ 地域の実情に応じた柔軟なプロジェクト推進を目指す。

❷ 多様な地域活動との組み合わせを通じて、効果的なプロジェクト推進を目指す。

❸ 消防団、救急医療、教育機関等、多様な団体との連携・協働を通じたプロジェクト推進を目指す。

❹ 防災教育を通じて「自分の身は自分で守る」という「自助」や「自分たち（地域）の安全は自分たち（地域）

で守る」という「共助」の精神を醸成するとともに、「自助」「共助」を可能とするような環境整備を「公助」

で行っていく。

■  成果指標
指標名 直近値 目標値 指標の説明

ࣗओࡂ৫数 11�৫（Ｈ 26年度） 150৫（Ｈ 30年度） ࣗओࡂ৫が͋る࣏ࣗ۠

࢜ࡂஔ࣏ࣗ۠数 6�地۠（Ｈ 26年度） 150地۠（Ｈ 30年度） ࢜ࡂのいる࣏ࣗ۠

܇ࡂ࿅ɾݚमճ数 50ճ（Ｈ 26年度） 150ճ（Ｈ 32年度） ճ数ࢪम実ݚ࿅ɾ܇ࡂに͓͚る࣏۠ࣗ

ڭࡂҭճ数 2ճ（Ｈ 26年度） �ճ（Ｈ 32年度） ࡂの、3�11 に߹Θͤたڭࡂҭ

重点戦略プラン
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■  推進体制

　自主防災組織の充実にあたっては、災害の種別、地域の自然的、社会的条件、住民の意識等が、地域によっ

て様々であることから、活動の具体的範囲及び内容を画一化することは困難です。

　そのため、地域の実情に応じた防災組織を結成することを基本とします。

　また、地域のコミュニティとして地域の様々な活動と防災活動を組み合わせること、同時に消防団や地域の

様々な団体と連携することにより、活動の活性化や継続につなげていきます。

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール

　被害を最小限に抑えるために皆が防災意識を持ち、災害時には自助・共助・公助が連携した行動がとれるよ

う、各事業の充実・強化に取り組んでいきます。

自助
地域の防災力

災害時の被害を抑える
情報共有・連携

地域や近隣の人が
互いに協力しあう

自分の命は
自分で守る

市、県、国等の行政、
消防機関等による救助・援助等

共助

公助

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍ ࣗओࡂ৫ੑ׆Խ
推ਐ事業

શ࣏ࣗ۠に͓͚るࣗओࡂ৫の݁を推ਐするɻ
（ˎྡする࣏ࣗ۠ͱのڞಉྀ݁ߟするɻ） ҆ࡂશ課 地域ৼڵ課



̎ 地域ࡂリーダー（࢜ࡂ）
ҭ事業

地域׆ࡂಈのリーダー（࢜ࡂ）をཆするɻ
࢜ࡂのスΩルアップݚमをఆظతにߦい、࢜ࡂ
がリーダーͱͳͬͯ地域の実に߹ͬたࣗओࡂ
৫の׆ൃܒಈ܇࿅のاըཱҊを実ࢪͰ͖るΑ͏
にするɻ

҆ࡂશ課 地域ৼڵ課


̏ ܇ࡂ࿅実ࢪ推ਐ事業 ࣗओࡂ৫がத৺ͱͳ֤ͬͯؔػͱ࿈ܞした܇
࿅のܭըɾ実ࢪがͰ͖るΑ͏にするɻ ҆ࡂશ課 地域ৼڵ課



̐ ڭࡂҭ推ਐ事業 ࡂଓతͳܧをͱり、֤ੈに応͡たܞが࿈ؔػ֤
Α͏にするɻ͏ߦҭをڭ ҆ࡂશ課 地域ৼڵ課



ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ ࣗओࡂ৫ੑ׆Խ
推ਐ事業

̎ 地域ࡂリーダー（࢜ࡂ）
ҭ事業

̏ ܇ࡂ࿅実ࢪ推ਐ事業

̐ ڭࡂҭ推ਐ事業
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■  対象とする課題
　由布市の公共交通は、鉄道（JR）、民間路線バス及び市が運行委託するコミュニティバス（以下、「コミバス」

とする。）から成り立っていますが、地形的に JR の沿線から遠く離れている集落が多く、民間路線バスも幹線

道路しか運行していないため、自ら移動手段を持たない多くの市民は、家族による送迎かコミバスに頼らざる

を得ない状況です。よって由布市は、平成 19 年 12 月より随時交通空白地にコミバスの運行を開始してきま

した。しかし、利用者ニーズの多様化により現行の定時定路線型のコミバスを利用しない市民が多く、収支率

が悪化している路線が多数を占める状況となっています。また高齢者にとっては、自家用車を運転し続けるこ

とが免許返上に歯止めをかけ、危険運転の継続にもつながります。この状況を改善するためには、コミバスの

利便性向上と合理化のほか、まちづくりと一体となった利用率向上の取り組みが必要です。また、あらゆる手

段を講じても利用率の改善が見られない路線については、現行のコミバスに替わる新たな交通モードの導入が

必要となります。以上のことから、次の 2点が由布市の公共交通における課題となります。

●コミバスの収支率向上

●収支率が一定水準を下回るコミバス路線の廃止とそれに替わる新たな公共交通モードの導入

■  目　　標
まちづくりと一体化した、市民協働による持続可能な公共交通体系の実現

■  基本方針
❶ コミバスの利便性向上及び合理化を通じて、利用者の拡大を目指す。

a）「路線（経路・停留所位置）」、「ダイヤ」、「乗降施設」、「車両」の４つからなる「基本コンテンツ」の工夫を図る。

b）回数券・割引パスポート等の導入等によるお得感の向上を図る。

c）広域市町村圏協議会と連携する中で大分市中心部へのアクセス向上やJRへの乗り継ぎ可能な路線運行に努

め、利便性を向上させる。

d）収支率が一定水準を下回る場合には廃止することについて地域と協定を結ぶなどして、公共交通維持のため

の住民意識の向上を図る。

❷ コミバスの収支率が一定水準を下回る路線については、他の交通モードで代替することを目指す。

a）地域の助け合い（無償運送もしくは自家用有償運送等の導入）による「地域の足の確保」

❸ まちづくりと一体となった公共交通の実現を目指す。

a）高齢者の生きがいづくり・健康増進事業あるいは買い物支援等ソフト事業 と連携する中で、公共交通

利用者増加に向けた取り組みを進める。

b）小さな拠点づくり等を組み合わせながら、公共交通利用者増加に向けた取り組みを進める。

重点戦略プラン
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用語解説 【ソフト事業】
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■  成果指標

■  推進体制

行政：関係各課の担当者で構成された「公共交通活性化推進本部」による公共交通利用者増加に向けた事業

の推進と公共交通専管担当職員の配置

市民・自治区等：まちづくり事業等を通じた公共交通の積極的な利活用と新たな交通モード導入に向けた検

討の開始

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール
　適宜利用者のニーズに応じた路線、ダイヤ等の工夫を図り、高齢者生きがいづくり事業等とタイアップす

ることによりコミバスの利用者増加を目指します。収支率が改善しない路線は、新たな交通モードへの切り

替えに向けた検討を進めます。

指標名 直近値 目標値 指標の説明

ऩࢧ 20ˋະຬの࿏ઢ数 25࿏ઢ（Ｈ 26年度） 0࿏ઢ（Ｈ 32年度） ऩࢧが 20ˋをԼճる࿏ઢ数（スΫールόスをআくɻ）

ऩࢧ 20ˋҎ্の࿏ઢに
ͭいͯऩࢧ 5ˋアップ 0࿏ઢ（Ｈ 26年度） 2࿏ઢ（Ｈ 32年度） ऩࢧ 20ˋҎ্の࿏ઢにͭいͯ、5ˋアップを目指すɻ

ແঈӡૹしくࣗՈ༻༗
ঈӡૹಋೖݕ౼地۠ 0地۠（Ｈ 26年度） 3地۠（Ｈ 32年度）

ίϛόスにସΘる৽たͳ地域
のの֬อに向͚ࣗՈ༻༗ঈ
ӡૹのಋೖݕ౼地۠数

連携・協働

まちづくり事業と連携した
持続可能な公共交通の実現

行政
●公共交通活性化推進本部設置
●公共交通専管担当職員の配置

市民・自治区等
●既存公共交通の積極的利活用
●新たな交通モード導入検討

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍
ίϛϡχςΟόス

རศੑ向্ɾ߹ཧԽ事業
ίϛόスのརศੑ向্に向͚ͯ࿏ઢダイϠの
Ίͳい࿏ࠐݟのվળがࢧにऩ࣌をਤるͱಉ
ઢのݟ直しをਐΊるɻ

૯߹ࡦ課
地域ৼڵ課
健康૿ਐ課


̎ ৽たͳަ௨ϞーυにΑる
௨出事業ަڞଓՄͳެ࣋

ऩࢧが 20ˋະຬの࿏ઢにͭいͯ、༗ঈӡૹ
のಋೖݕ౼をਐΊるɻ ૯߹ࡦ課 地域ৼڵ課



̏
·ͪづくりͱެަڞ௨の

一ମԽ事業
者のੜ͖がいづくり事業ɾ健康૿ਐ事業খྸߴ
͞ͳڌづくり事業ͱ࿈ܞし、ίϛόスར༻者૿
Ճに向͚たऔりΈをਐΊるɻ

૯߹ࡦ課
健康૿ਐ課
ࢱ対ࡦ課


ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ ίϛϡχςΟόス
རศੑ向্ɾ߹ཧԽ事業

ऩࢧが
վળしͳい
࿏ઢのݟ直し

̎ ৽たͳަ௨ϞーυにΑる
௨出事業ަڞଓՄͳެ࣋ 対象地域બఆ ৽ަ௨Ϟーυಋ

ೖମ੍උ

ऩࢧ 20ˋ
ະຬの࿏ઢ
৽ަ௨Ϟーυ

ಋೖ

̏ ·ͪづくりͱެަڞ௨の
一ମԽ事業

ऩࢧが
վળしͳい
࿏ઢのݟ直し
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■  対象とする課題
　人口減少・少子高齢化が急激に進むことにより、地域のコミュニティ機能は低下し、地域力が弱まっていま

す。こうした地域事情の変化により、リーダーの減少・高齢化や課題に対して、各地域・各団体等が単独で解

決することができなくなりつつあります。そこで、次の取り組みを中心として新たなコミュニティ基盤を作り

上げていくことが必要です。

●地域が結束し、現在もしくは将来の地域課題を地域住民みんなで共有し、その問題解決に向けて、一致団結

する。

●単独の地域等による活動だけでは限界があることから、地域間連携や産学官連携を行う。

■  目　　標
❶ 「地域協議会」という市民主役の協議の場の設置と持続可能な体制づくり。

❷ 地域で明快な目標意識を持つ「（将来の）地域リーダー的存在」が自然に生み出され、多くの地域住民が積

極的に参加したいと思うような魅力的な地域活動の推進とバックアップ。

❸ 地域ビジョンの作成と実現により、コミュニティの底上げをし、魅力ある地域にしていく。

❹ 地域間連携や産学官連携等を行うことにより、小さな力を大きな力にする。

■  基本方針
❶ 「まちづくりの主人公は市民」の理念の下、行政は専門家として、必要なバックアップをフットワークよく

しっかり行う。

❷ 地域間連携や産学官連携等の推進をする。

❸ 地域の実情、住民の意識に留意した “その地域にあったプロジェクト ”推進を行う。

■  成果指標
指標名 直近値 目標値 指標の説明

地域ٞڠձઃཱ ʵ（Ｈ 26年度） 5地۠（Ｈ 31年度） ののઃஔٞڠຽओのࢢ

地域ߦ事ࢀՃ者 37�30�（Ｈ 26年度） 50�00�（Ｈ 31年度） 地域ߦ事のࢀՃ者の૿Ճ

࿈ܞにΑる事業実ࢪ数 ʵ（Ｈ 26年度） 5݅（Ｈ 31年度） ίϛϡχςΟ事業࿈ܞの実ࢪ数

地域Ϗジϣンの࡞ͱ実ߦ ʵ（Ｈ 26年度） 5地۠（Ｈ 31年度） 地域૾の࡞ͱͦΕに向͚た׆ಈの実ࢪ

重点戦略プラン
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■  推進体制

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール

　地域が結束し、みんなで課題を共有し、その課題解決に向けて、一致団結するためには地域協議会の設立が

要となるため、十分な時間をかけて設立を行っていきますが、関係機関による相互の理解がスムーズに進めば、

スケジュールにとらわれず設立を行います。設立後、地域ビジョンの作成を行い、ビジョンに従い、事業活動

を行います。

地域協議会「地域を自分たちでつくる（守る）」
対象範囲：身近な地域で活動が展開できる範囲（旧小学校区等）
構成団体：自治区、老人会、子ども会、学校、ＰＴＡ、地域住民、その他団体等
ａ）地域協議会の設立　　ｂ）地域ビジョン策定（目標作成と事業計画）【企画立案】
ｃ）目標・計画に伴う実行（事業実施）

「専門家として必要なバックアップをフットワークよく提供」
関係範囲：地域振興課、総合政策課　等
ａ）人的支援、財政支援　　ｂ）協働の地域づくり体制の整備
ｃ）相互理解の場を確保（情報提供）

持続可能なコミュニティと魅力ある地域の実現

市民

行政

連
携・協
働

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍ 地域ίϛϡχςΟܗ
ଅਐ事業

୯ಠͰղܾͰ͖ͳくͳりͭͭ͋る課࣏֤۠ࣗ
のղܾのたΊ、ࢢຽओの৽たͳίϛϡχςΟ
৫ͱしͯ地域ٞڠձのઃཱを推ਐするɻٞڠձ
ʰ地域の課を地域Ͱղܾしͯいくʱ৫ͱしͯの
ׂを担いͳがΒ、事業実ࢪを௨͡ඞཁͳ人ࡐ（ক
དྷの地域リーダー）をҭͯͯいくɻ

地域ৼڵ課 ૯߹ࡦ課


̎ 地域Ϗジϣンの
事業ݱɾ実࡞

ࣗたͪがॅΈ׳ΕしΜͩ地域のকདྷ૾にͭい
ΕͧΕの地域Ͱ͜Ε͔Βの地域づくりͦ、͑ߟͯ
にͭいͯのし߹いަྲྀをਂΊ、地域の実に
߹ͬたऔりΈをݕ౼（目標ɾܭըの࡞）ɾ実ࢪ
するɻߦઐՈͱしͯ߹に応ͯ͡、ࢧԉ
ॿݴ、όッΫアップを͏ߦɻ

地域ৼڵ課 ૯߹ࡦ課


̏ いΖΜͳஂମͱͬͯ ΈΑ͏ ʂ
ަྲྀɾ࿈ܞ事業

地域づくりにͭいͯのऔりΈ事ྫのհ、他の
地域ஂମͱのҙަݟઌਐ地ࢹ、地域ͱ
地域のަྲྀ、地域ͱֶ࢈の࿈ܞͰ、地域に৽し
い෩をਧ͖ࠐΉɻ·た、ʮ地域づくりʯにͭいͯߟ
͑るػձͱしͯ、༷ʑͳͰ׆༂する·ͪづく
りの達人、ઐతͳࣝをͬ࣋た方をࢣߨͱし
ͯট͖、出ு出લ࠲ߨを։ߍしͯいくɻ

地域ৼڵ課 ૯߹ࡦ課


ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ 地域ίϛϡχςΟܗ
ଅਐ事業 地域બఆ 実ࢪ 実ࢪ 実ࢪ ධՁɾূݕ

̎ 地域Ϗジϣンの
事業ݱɾ実࡞ 地域બఆ 地域બఆ 実ࢪ 実ࢪ ධՁɾূݕ

̏ いΖΜͳஂମͱͬͯ ΈΑ͏ʂ
ަྲྀɾ࿈ܞ事業

ཁऩू
（४උ）

実ࢪ 実ࢪ 実ࢪ ධՁɾূݕ
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■  対象とする課題
　基本構想でうたわれた「いつのまにか健康になっているコミュニティ」の実現のために以下の 2つを課題

とします。

課題 1：「行動」と「継続」を支援する仕組みが不十分

●生涯を通じ健康な生活を送るためには、健康づくりの主役は自分自身であることを自覚し、自らが主体的に

行動、継続することが大切です。しかし、いくら自覚しても、一人ではなかなかできない、そもそも実践で

きる場が少ない等、「行動し」「継続する」ために解決すべき仕組みが必要です。

課題 2：失われつつある共助

●由布市では高齢化率が 30％を超える中、ご近所づきあい、婦人会や老人クラブ等の地域の中での支えあい

や助け合い、見守り、声かけといった共助の機能が失われつつあります。それに伴い、今までは共助の仕組

みの中で支えられてきた地域の健康づくりの場も失われてきています。

■  目　　標
　上記 2つの課題を解決し、本プロジェクトでは、いきいきと楽しみながら日々の生活を送るなかで、健康

づくりを意識していなくても「いつのまにか健康になっているコミュニティ」の実現を目指します。具体的に

は、健康づくりに取り組む場と市民が増えるよう住民主体の活動が身近な場所・多様な形で展開され、それら

を医療機関や行政、ボランティア等が必要に応じて支援する仕組みを構築します。

■  基本方針
　市民・コミュニティが、健康づくりの場を増やしやすく、また誰もが健康づくりに取り組みやすくするため

に、以下の事業に取り組みます。

❶ 健康マイレージの対象を拡大

❷ 健康マイレージの応募者数の増加

❸ 地域で活躍する人材を支援

■  成果指標
指標名 直近値 目標値 指標の説明

健康マイレージ
対象事業数

27事業（Ｈ 27年度）
（担当課 :20/ 他課 :7）

50事業（Ｈ 32年度）
担当課 :20/ 他課 :20/ 一般 :10

健康マイレージポイントを
付与する事業数

健康マイレージ
応募者数 316名（Ｈ 26年度） 1,500 名（Ｈ 32年度） 健康マイレージ 1万ポイント

到達し、応募した方の実人数

健康づくりリーダー
派遣者数

ヘルスメイト（食推）　延 123
ヘルスアップリーダー　延351

（Ｈ26年度）
700名（Ｈ 32年度） 健康づくりリーダーが地域に出向いた実績（延べ人数）

重点戦略プラン
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地域へ飛び出せ！
健康マイレージプロジェクト
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■  推進体制
　市民一人ひとりが、積極的にマイレー

ジ事業に参加し、身近なコミュニティ

で声をかけあい、ともに健康づくりに

取り組みます。また、コミュニティの

なかにおいては、ボランティアやリー

ダーとして、身近な健康づくりを支え

る役割を担います。

　医療機関、福祉施設、健康推進施設

等は専門職として、個々に合った健康

づくりの情報発信（場の紹介、知識・

技術の提供）を市民に、より身近な場

所で行うよう努めます。

　各種団体と連携して身近な健康づく

りのコミュニティ活動を支援します。

※このプロジェクトにおいて「コミュニティ」とは、自治区や職場、学校、趣味の仲間等、個人が所属してい

る全てのグループとします。

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール

応援

参
加

情報・場の提供

互いに声かけ

情報・場の
提供

育成・活動支援

情報・場の提供

連携 連携

由布市

リーダー・ボランティア

市民一人ひとり

各種団体

医療機関
福祉施設
健康推進施設

健康づくりの場
身近なコミュニティ
近所・職場・学校・
趣味のグループなど

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍
健康マイレージ
対象֦େ事業、
応募者数૿Ճ

ஙすߏをڥにऔりΉたΊのܰؾຽが健康づくりにࢢ
る͜ͱ、健康づくりにऔりΉࢢຽの૿Ճを目తͱするɻ
༝ࢢの健康づくりにد与するͱ͑ߟΒΕるଟ༷ͳ
ஂମのऔりΈに対し、෯くマイレージ付与をೝ
Ίるɻ·た対象年ྸを֦େし、༮গ͔ظΒの健康づ
くりのʮߦಈʯͱʮܧଓʯをࢧԉするɻऔりΉࢢ
ຽのの֦େɻ

健康૿ਐ課 શ課

̎ 地域Ͱ׆༂ࢧԉ事業

γχアੈをؚΊた෯、ͪ࣋ຽ一人ͻͱりがׂをࢢ
༂Ͱ͖るΑ͏に、健康づくりの׆いが地域Ͱଟ数
の人ࡐ派遣のΈをͭくるɻ·た֤ʑのࣗओੑ
をೝΊ、֤छ健康づくりリーダー健康づくりにؔす
るϘϥンςΟアの地域Ͱの׆ಈのڞॿをࢧԉするɻ
ຽがࣗに߹ͬたޮՌతࢢ、すべͯのࢢମஂؔ
ͳ健康づくりがͰ͖るΑ͏に、ݸʑのମྗ࣬ױのঢ়
ଶにద߹した健康づくりにؔするใఏڙをߦ
͏ɻ

健康૿ਐ課 શ課

ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ 健康マイレージ対象֦େ事業 ४උ年

̎ 健康マイレージ応募者数૿Ճ ४උ年

̏ 地域Ͱ׆༂ࢧԉ事業
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■  対象とする課題
　子どもは、私たちに喜びと活力を与えてくれる宝であり、将来の由布市を担う大切な財産です。すべての子

どもたちが健やかに育ち、笑顔を絶やさないことは、誰もが願うことであり、そのための環境をつくることは

私たちの責務です。

　しかし、地域におけるつながりの希薄化や少子化、核家族化の進行等により、子育てに対する保護者の不安

感や負担感が増大し、さらに、両親の共働きやライフスタイル の変化により、子どもたちが安全に安心し

て過ごせる居場所が少なくなってきています。

　そのような中、今こそ、子どもの目線に立った子育て環境を見つめ直し、家庭、学校、地域、企業、そして

行政が一体となって、お互いに連携し協力し合える地域を形成しなければなりません。子育ての基本を担う保

護者自身が地域全体に支えられ、助けられる中で成長していくとともに、子どもたちが心身ともに健やかに力

強く成長することができる環境づくりが急務となっています。

■  目　　標
　活力ある由布市をつくるため、若い世代が家庭を築き、次世代を担う子どもたちを安心して生み育てられる

条件整備の推進と、すべての子どもたちを包み込む、支えあい、助け合いの市民総子育て社会の構築を目標と

します。

■  基本方針
❶ 子育ての第一義的責任を担うのは保護者であり、そのための家庭教育と職場環境におけるワークライフバ

ランスを実現し多様な生き方が選択・実現できる社会の推進を図り、かけがえのない存在としての家族づ

くりを支援する。

❷ 核家族化や両親共働きの増加に伴う、保育サービス充実や放課後の子どもたちの居場所づくりに対するニー

ズに応える一方、家庭で保育している保護者が孤立しないための環境整備の充実を目指す。

❸ 地域の宝である子どもを中心に、地域全体が世代を越えてつながり合い、子どもの成長を支えあう地域づ

くりを目指す。

■  成果指標
指標名 直近値 目標値 指標の説明

ʮՈのʯを推ਐ ʵ 3ճʗ年
ߦ、࣏۠ࣗ、ߍֶ、業ا
ͱの࿈ܞにΑりՈͰ;Ε
をͭくるؒ࣌͏͋

ॴづくりډͲのࢠ
์、ಐؗࣇ） 課ࣇޙಐΫϥϒ、
ࢠαーΫル、පࣇපࣇޙ
อҭࢪઃ）

ઃ（Ｈࢪ20 27年度） ઃ（Ｈࢪ23 32年度）
すべͯのࣇಐが҆৺しͯա
͝す͜ͱのͰ͖るډॴの
֬อ

ҭͯαポーλーのཆࢠ 0人 50人（Ｈ 32年度） るαポーλーのཆ͑ࢧҭͯをࢠ

重点戦略プラン

5

ΉࠐͲͨͪΛแΈࢠ
ɾॿ͚͍͋プロジェクト͍͋͑ࢧ

用語解説 【ライフスタイル】
ੜ༷ࣜ׆ɻݸ人のࡁܦঢ়͑ߟ、گ方、Ձ値؍をؚΜͩ一人ͻͱりのੜ׆の り͋方ɻ
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■  推進体制

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール

家庭（子ども）を中心とした支えあいの子育て環境を実現！

学校
等

自治区

企業 行政
家庭

子育てサポーター（市民）

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍ Ո;Ε͋い推ਐ事業

ࢠを݁ͼ͚ͭ、Ոの͖ͣͳをਂΊる͖͔͚ͬ
づくりを推ਐするたΊ、ֆຊのʮಡΈฉ͔ͤʯに
Αるࢠの;Ε͋いٳをՈͰա͝す͜ͱの
Ͱ͖るʮՈのिؒʯをྭするのՈѪをਂ
Ίる事業を推ਐするɻ

ҭͯࢠ
ԉ課ࢧ

健康૿ਐ課
ࣾձڭҭ課
૯課

̎ ॴづくり事業ډͲのࢠ
のதͰ、҆શͰ҆৺しͯ༺׆ઃのརࢪڞଘެط
աͤ͝るࢠͲのډॴづくり（ࣇಐؗ、์課ޙ
ޙපࣇಐެԂ、පࣇ、αーΫルࢠಐΫϥϒ、ࣇ
ઃ）のॆ実ɾ֦ॆを推ਐするɻࢪࣇ

ҭͯࢠ
ԉ課ࢧ

地域ৼڵ課
ࣾձڭҭ課
ҭ૯課ڭ
ҭ課ڭߍֶ
ࢢɾ؍ܠ推ਐ課

̏ ҭͯαポート事業ࢠຽ૯ࢢ

ੈを͑ͯ地域にͬͯいる人ࡐを׆༻するた
Ί、ʮࢠҭͯαポーλーʯをཆする࠲ߨを։ઃ
し、ࢢຽ૯ࢠҭͯαポーλーの地域ࣾձのߏஙを
推ਐするͱͱに、༷ʑͳ人ࡐのωットϫーΫԽ
৫ԽをࢹにೖΕたதؒࢧԉ৫づくりઃཱ
に向͚たௐࠪڀݚをਐΊるɻ

ҭͯࢠ
ԉ課ࢧ

健康૿ਐ課
ࢱ対ࡦ課
ࣾձڭҭ課
૯߹ࡦ課
地域ৼڵ課

家族ふれあい
推進事業

ଓするதͰ、ֆຊܧを（๚事業ށՈఉશࣇೕ）しͯいるϒッΫスλート事業ࢪに事業実ط
を௨͡たࢠの;Ε͋いをΑり一ྭし、ಛにೕ༮͔ظࣇΒののҭࢀࣇՃをଅし·すɻ
をՈͰΏͬくりͱա͝す͜ٳ、のͱʮՈのिؒʯをྭしܞɾ࿈ྗڠ業、地域のا
ͱのͰ͖るؒ࣌をঃʑに૿しͯい͖·すɻ

子どもの
居場所づくり事業

にؚΊたࢹઃをࢪの፸ؒ、౬Ӄிࣷをத৺に、ҟੈަྲྀޙߦઃ、ಛにຊிࣷҠࢪଘط
ҭͯੈଳࢠॴづくりをਐΊ·すɻډる҆શͰ҆৺した͑͋͑ࢧいにޓ者がྸߴͲͱࢠ
のアンέートௐࠪͰχーζの͔ͬߴたެԂඋにͭいͯ、طଘઃඋͱཧঢ়گを֬ೝする
தͰ、༻者Ͱ͋る地域ॅຽのҡ࣋ཧに͓͚るをؚΊたॆ実ɾ֦ॆをݕ౼し·すɻ

市民総子育て
サポート事業

྆ڞಇ͖ࣾձڥのมԽにΑり、ࢠҭͯにଟくのؒ࣌をׂく͜ͱのͰ͖ͳいอޢ者をࢧ
͑るたΊ、γχアੈࢠҭͯがͻͱஈམしたঁੑの৽たͳޏ༻出を౿·͑、一人ͻͱ
りがͰ͖るൣғͰのࢠҭͯαポーλーͱしͯ׆༂Ͱ͖るΑ͏ཆし、ΏくΏくࢢຽ૯ࢠҭ
ͯαポーλーͱͳΕる地域ࣾձをਐΊ·すɻࢠҭͯαポーλーطに༷ʑͳ׆ಈのதͰࢠҭ
ԉ৫づくりࢧにೖΕͯ、தؒࢹのωットϫーΫԽ৫ԽをࡐΘͬͯいる人ܞԉにࢧͯ
をݕ౼し·すɻ

ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ Ոの;Ε͋い推ਐ事業 実ࢪ ධՁɾূݕ
ͼදজٴ

̎ ॴづくり事業ډͲのࢠ 実ࢪ

̏ ҭͯαポート事業ࢠຽ૯ࢢ ࢪɾ実౼ݕ
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■  対象とする課題
　由布市では、人口減少や少子高齢化が進行し、多様で複雑な地域課題が顕在化してきています。グローバル
化、高度情報化、価値観の多様化が進む現代の社会においては、子どもたちに求められる能力や知識もますま
す高度化しています。そのような状況の中で、一人ひとりが個性を発揮し活躍できる力を身に付けるためには、
多様な地域主体とともに学び、子どもたちを育んでいく教育環境の構築が肝要です。
　一方、由布市においては、豊かな自然環境やゆとりある時間、先進的なまちづくりによる地域文化の蓄積、
豊かな人材ネットワーク等、豊かな学びを享受でき得る希有な環境に恵まれています。そこで、本プロジェク
トでは、由布市を舞台として、地域資源や自然豊かな地域の暮らしを活用した「由布の学び」の創造に取り組
みます。

■  目　　標

　地域の協育力を活用した「由布の学び」を創造し、未来を担う人材の育成と、輝く地域づくりを目指します。

■  基本方針

「地域の力を活用した学びの創造」
❶ 地域と協働した学校づくりの推進
　 　学校が抱える課題や問題に対して、地域の力や専門性をもつスタッフと協働し、学校の教育力及び組織
力の向上を目指し、学校・家庭・地域が協働した取り組みを推進する。
a）コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入により学校・家庭・地域の連携を推進する。
b）連携型中高一貫教育の取り組みを推進し、観光コース等の地域の特色を活かしたキャリア教育の実践に
より、将来の自己実現を目指す人材を育成する。

c）チーム学校を推進し、専門相談員による特別支援教育・不登校対策の充実等教育支援体制の確立や、地
域との協働による学習支援や情報教育の推進等の取り組みにより総合的な学力の向上を目指す。

❷ 郷土学習の推進
　 　子どもたちが、由布市の自然、歴史、地域文化、まちづくりの歴史等について学ぶ「子ども由布の学び検定」
等の実施により、自分たちのまちに愛着を持ち、故郷を誇りに思う心情の育成を目指す。また「歴史文化
基本構想」を策定し、地域の歴史文化資源を活かした地域学習を推進することにより、地域貢献できる人
材の育成を目指す。

❸ 地域・家庭の教育力の向上
　 　学校・家庭・地域の相互連携による協育を推進します。特に、中学校区ごとの協育ネットワークを活用し、
子どもたちの体験活動や家庭教育への支援を行い、地域と家庭における教育力の向上を目指す。また、生
涯学習支援を通じて、成人や高齢者への学習機会を提供し、市民自らが生涯にわたり学び続けることがで
きる環境を構築する。

■  成果指標
指標名 直近値 目標値 指標の説明

ίϛϡχςΟɾスΫール
ઃஔߍ数 （27年度(）ߍ� （31年度(）ߍ�1 શখதֶߍにίϛϡχςΟɾスΫールをಋೖ

ʮࢠͲ༝のֶͼݕఆʯの実ࢪ 0人 30人（)32年度） Ճ人数の૿Ճࢀͼٴࢪఆの実ݕ

ಡΈฉ͔ をͤ実ࢪしͯ いるՈఉのׂ߹ �1���（)26年度） �0�（)32年度） बֶ࣌ௐࠪにௐࠪを実ࢪ

Ոఉڭҭࢧԉ࠲ߨडߨ数 �5人（)26年度） 135人（)32年度） Ճ者数ࢀの࠲ߨ

地域人ࡐ派遣数 56�人（)26年度） 600人（)32年度） の派遣数ࡐԉͰ地域の人ࢧߍֶ

重点戦略プラン

6

ʰ༝ͷֶびʱ
プロジェクト
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■  推進体制

教育委員会・学校等：関係各機関による事業推進体制を確立し実践を行う。
家庭・地域等：家庭における教育力の向上及び地域人材等の支援による連携協働を行う。

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール

連携・協働

未来を担う人材の育成と
輝く地域づくり

教育委員会・学校等
●事業推進体制の確立
●各関係機関のコーディネート

家庭・地域等
●家庭の教育力向上
●地域人材等の支援

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍ 地域ͱڠಇした
づくり推ਐ事業ߍֶ

、したऔりΈを推ਐしܞɾՈఉɾ地域が࿈ߍֶ
ίϛϡχςΟɾスΫール、νーϜֶߍの推ਐに
Αり、ڭҭ課のղܾを目指すɻ
·た、地域人ࡐの׆༻にΑり、地域શମͰڭҭ
するମ੍づくりを推ਐするɻ

খதֶߍ
ࣾձڭҭ課

ҭ課ڭߍֶ


̎ ֶशの推ਐ事業ڷ

たΊの地ͭ࣋Ͳたͪが、地域の事をֶͼѪணをࢠ
域ڭҭのऔりΈͱしͯʮࢠͲ༝のֶͼݕఆʯ
を実ࢪし、ະདྷを担͏人ࡐのҭを目指すɻ·た、
ʮྺ࢙จԽجຊߏʯをࡦఆし、地域のྺ࢙จԽࢿ
した地域ֶशを推ਐするたΊのऔりΈ͔׆をݯ
を͏ߦɻ

খதֶߍ
ࣾձڭҭ課

ҭ課ڭߍֶ


̏ 地域ɾՈఉのڠҭྗ
向্事業

ޓし、૬ܗɾՈఉɾ地域がωットϫーΫをߍֶ
࿈ܞをしͳがΒࢠͲたͪのҭͪをࢧԉするたΊ
に、地域ʮڠҭྗʯ向্推ਐ事業、ʮࢠͲಡॻ
ҭを目指すɻڠಈ推ਐ事業ʯを推ਐし、地域にΑる׆
·た、ੜֶ֔शࢧԉを௨ͯ͡、ࢢຽࣗΒがੜ֔に
Θたりֶͼଓ͚る͜ͱがͰ͖るڥをߏஙするɻ

ࣾձڭҭ課 ҭ課ڭߍֶ


ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍

地域ͱڠಇしたֶߍづくり
推ਐ事業

ίϛϡχςΟɾスΫール
ಋೖ推ਐ事業

実ࢪ

࿈ܕܞதߴ一؏ڭҭ
推ਐ事業

実ࢪ ਐঢ়گの
֬ೝɾௐࠪ

実ࢪ

̎

ֶशの推ਐ事業ڷ

ʮࢠͲ༝のֶͼݕఆʯ
推ਐ事業

ௐࠪɾڀݚ 実ࢪ

ఆࡦߏຊجจԽ࢙ྺ
ఆࡦըܭ ӡ༻

̏

地域ɾՈఉのڭҭྗの
向্事業

ಈ推ਐ事業׆Ͳಡॻࢠ 実ࢪ ਐঢ়گの
֬ೝɾௐࠪ

実ࢪ

地域ʮڠҭྗʯ向্
推ਐ事業

実ࢪ
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■  対象とする課題
　由布市の主要産業の一つである農業は、市民の日々の食材を提供し、健康維持の役割を担うだけでなく、緑

豊かな自然景観を生み出す重要な産業であり、由布市の豊かな暮らしを支える基盤となっています。その一方

で、次のような課題にも直面しています。

❶ 由布市産の食材を市民のみならず、市外からの訪問客が食べられる場所や購入する場所（店舗）、機会が乏

しい。

❷ 農業生産を通して生み出される里山景観や食生活の豊かさ、健康の維持等、市民生活に密接にかかわって

いる多面的な機能について、市民の共感を得て次世代に伝えていく取り組みが十分ではない。

■  目　　標
　「由布の食」に光をあてることで、その食を支える農業と結びつけた取り組みを行い、市民が由布市の食材

を味わう喜びを感じ、健康づくりに役立て、地元産品に愛着を持てるようにしていきます。

■  基本方針
❶ 食材の作り手（生産者）と使い手（消費者）とが交流する機会をつくり、由布市の食材が有する豊かさへ

の理解を深める情報発信や食育活動を展開する。

a）四季の移り変わりの中で営まれる農のある暮らしや生産現場を体験できる機会を創出する。

b）地元の家庭や料理人の知恵を活かした食材の活用方法等を通して、由布市産食材を活用しながら、郷土

料理等の食文化の価値を見直し、食と健康のつながりについても啓発する活動を行う。

❷ 由布市産の食材を市民や市外からの訪問客が食べられる場所や購入する場所（店舗）、機会を創出する。

a）学校や福祉施設等で提供される食事に由布市産食材を導入できる体制を整える。

b）市民や市外からの訪問客が由布市産食材を購入できる機会を創出するための、流通のあり方を検討する。

■  成果指標
指標名 直近値 目標値 指標の説明

Ճ者数ࢀ事ߦ ʵ 延べ 1,000 人（)32年度） 食ҭྉཧࣨڭイϕントのࢀՃ者数

༺࢈࢈ࢢ 20�7�（)26年度） 30�（)32年度）
指標څڙ食に͓͚るڅߍֶ
指標ηンλーͰの༻
（ֹۚϕース）

のѪண度ࡐ食࢈ࢢ ʵ 50�（༗ޮճத）
（)32年度）

プϩジΣΫトલޙの
ੜ࢈者ɾফඅ者アンέート
にΑるௐࠪ

重点戦略プラン

7

৯͔Β͡ ΊΔ健康ͮ Γ͘ɻ
৯ͱͷݟൃ࠶プロジェクト
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■  推進体制
　生産者（農家等）と消費者（市民・市外からの訪問者）の間をつなぐ食農推進チームを、小売業や旅館・飲

食業、教育機関等の関係主体の連携により立ち上げ、由布市産の食材への理解を深める食農教育等の事業を推

進する体制を構築します。

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール
　市産食材ＰＲ事業と食農教育推進事業は庁内体制を整備等準備した後、連携をとりながら推進します。

■食農推進における庁内の関係課
●農家、農業組織（農政課）
●学校関係（学校教育課、教育総務課）
●食育関係（健康増進課、子育て支援課）
●市産食材（健康増進課、福祉対策課、　　　
　　　　　　商工観光課）
●交流事業（農政課、商工観光課）
●ボランティア（農政課、地域振興課）

生
産
者（
農
家
等
）

消
費
者

（
市
民・市
外
か
ら
の
訪
問
者
）

食農推進チーム
農家･農業組織・小売業・
旅館･飲食業・教育機関・
福祉施設・NPO・
市民団体等
行政（事務局）

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍ ༝࢈ࢢ食ࡐ
̧̥事業

ɾ༝࢈ࢢ食ࡐにؔするใ（ੜ࢈者マップ、०Χ
レンダー）のཧͱൃ৴

ɾ༝࢈ࢢ食ࡐを食べΒΕるॴߪೖͰ͖るॴ
（ళฮ）のඋͱ֦େ

課
地域ৼڵ課
ޫ؍課
健康૿ਐ課
ࢱ対ࡦ課

̎
食څߍֶ
地࢈地ফ
֦େ事業

ɾ食ࡐੜ࢈৫が҆ఆతにֶڅߍ食にೲೖͰ͖るମ
੍（ಛఆした目のॿ）のߏங

ɾੜ࢈者に対するใఏڅ）ڙ食食ࡐのཁ݅、ॿ
༰）

ɾֶڅߍ食ηンλー（ӫཆ࢜）ͱのใަ、࿈བྷ
ௐ

課
食ηンλーڅ

̏ 食ڭҭ
推ਐ事業

ɾؔ࿈ஂମをؚΊたνーϜମ੍のߏங
ɾੜ࢈者ͱֶؔߍ者（ࣇಐɾੜె、อޢ者、ڭ
һ、ӫཆ࢜）ͱのަྲྀ事業

ɾ༝࢈ࢢ食ࡐを׆༻した食ҭ׆ಈɾ健康૿ਐ׆ಈ
のల։

ɾੜ࢈者ͱফඅ者ͱのަྲྀ事業（業ମݧ）
ɾಓɾਫ࿏のҡ࣋ཧ࡞業のࢢຽϘϥンςΟ
アのࢀը

課
食ηンλーڅ
ҭ課ڭߍֶ
ҭ૯課ڭ
健康૿ਐ課
ԉ課ࢧҭͯࢠ
ޫ؍課
地域ৼڵ課

ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ ༝࢈ࢢ食̧̥ࡐ事業 ௐࠪɾ༧ࢉ

̎ 地ফ֦େ事業࢈食地څߍֶ

̏ 食ڭҭ推ਐ事業 ४උ年 ࢉɾ༧ٞڠ
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■  対象とする課題
　由布市の農業や商業・観光業は、豊かな地域資源の価値を高め、経済の循環を創り出す上で、必要不可欠な

産業ですが、現状として労働力の高齢化が進行する等担い手確保が大きな課題となっています。これまで営ま

れてきた様々な地場産業 において、後継者を確保できないままに経営を諦める状況が生じ、市内で働く機

会を減らす事態に陥っています。これは、大型店の進出に直面している商業や輸入農産物との競合下に置かれ

ている農業等地場産業 を取り巻く環境が厳しくなっていることにも起因しています。仮に、後継者がいる

場合においても、同業種の担い手が少ない中で情報交換の機会が乏しくなっています。

　また、現状の由布市でも「農ある暮らし」等を志向する移住希望者が多い一方で、移住に関する総合的な情

報提供や移住後の生計を支える魅力ある仕事おこしの支援体制が整っていない状況です。

　このような中で、認定農業者 や新規就農者をはじめ経営意欲が高い農業者や地域密着型での商業・サー

ビス業を目指す経営者は、魅力ある経営方針を活用し、経営能力の強化・所得向上を目指しています。時代の

変化に対応できる戦略をもった起業を促し、また経営者を確保・育成をしていくことが、魅力ある就労環境を

次世代につなげるための大きな課題となっています。

■  目　　標
　農業や商業・観光業等様々な仕事を生み出している由布市において、若者から高齢者までが世代を超えて生

き生きと働き続けられる、魅力的で持続可能な就労環境を創り出します。

■  基本方針
❶ 由布市の産業全体で若者の人材育成・継業支援体制の確立

a）既存産業の継続を支援するため、後継者不足に対応した雇用創出・商店の活性化の仕組みの構築

b）異業種交流会等を開催することにより業種の枠を超えた情報交換や価値創造の機会を創出

❷ 持続可能な「農ある暮らし」等の就労環境を創り出す支援体制の構築

a）移住者の生計を支えられるコミュニティビジネス 等の「小さな経済」の創出支援

b）６次産業化をはじめとする農産物に付加価値をつける取り組みの支援

❸ 地域全体で移住・就農希望者を受け入れやすい体制の構築

　a）移住・就労希望者及び地区のニーズを把握し、両者のマッチングの仕組みづくりの検討

　b）移住・就労に向けた相談窓口の整備

　c）先進農家や集落営農組織を活用した地域全体での就農者の受け入れ体制の構築と活性化

■  成果指標
指標名 直近値 目標値 指標の説明

ҟ業छަྲྀձの։࠵数 0ճʗ年 5ճʗ年 ަྲྀձ։࠵ճ数

ब࿑ɾब૬ஊ݅数 3݅ʗ年 30݅ʗ年 ૬ஊ݅数

༝ࢢ৽نब࿑者数 5人ʗ年 25人ʗ年 ৽نब࿑ɾब者数

मઌͱͳるઌਐՈ数ݚ （27年度(）ݢ3 （32年度(）ݢ20 ٕज़ܦӦの指ಋがՄͳઌਐՈ数

重点戦略プラン

8

ʹͭͳ͛Α͏ੈ࣍ ɺ
ͮࣄଓՄͳ࣋ Γ͘プロジェクト

用語解説 【地場産業】
一ఆのൣғの地域に͓いͯ、͋るಛఆの業छの地ࢿݩຊのதখا業܈ Β͔ͳるا業܈がूதతにཱ地しͯ いる࢈業の ͱ͜ɻ
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■  推進体制

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール

相談

行政
商工観光課・
農政課・農業委員会
総合政策課

情報提供
交流機会の
創出

ニーズ収集
情報提供

各種支援
マッチング

就
労・就
農・継
業
等
希
望
者

地場産業  関連主体

自治区
コミュニティ関連主体

移住就労支援
移住・就労・就農・継業支援
情報共有・集約、現状把握

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍ Ҡॅब࿑者डೖଅਐ事業

ɾطଘの৽نबɾब࿑者のঢ়گχーζௐࠪ
ɾ༝ࢢҠॅしब࿑をرする者に対する一ຊԽ
した૬ஊがͰ͖るΑ͏、ۭ͖ՈόンΫ地όン
Ϋ、ब࿑ब、ؔ࿈するݚमのѺટが͑ߦる
一ຊԽしたใऩूのͱͦのใをͱに༝
बをड͚نԉするɾ地域Ͱの৽ࢧのҠॅをࢢ
ೖΕるମ੍づくりのࢧԉ（ूམӦのҭɾ׆
༻）

૯߹ࡦ課
ޫ؍課
課

業ҕһձ

̎ ʮ͋るΒしʯ
事づくり事業

ɾʮ͋るΒしʯにࢿする事づくり（ίϛϡχ
ςΟϏジωスखؒ事を͚ෛ͏৫の্ཱͪ
͛）をࢧԉし、地域にʮখ͞ͳࡁܦʯをੜΈ
出すɻ

課
ޫ؍課

૯߹ࡦ課
業ҕһձ

̏ ༝ܧࢢ業ࢧԉ事業

ɾܧޙ者ෆࡏのܦӦ者ݯࢿをѲし、༝ࢢͰのब
業を͑ߟるੈ࣍ͱのマッνンάのΈをߏங
するɻ

ɾੈ࣍のҟ業छަྲྀののఏڙ׆ಈをࢧԉする
ॿ

ޫ؍課
課

業ҕһձ
૯߹ࡦ課

ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ Ҡॅब࿑者डೖଅਐ事業
ঢ়ௐࠪݱ ؔ࿈ؔػௐ 事業։࢝

̎ ʮ͋るΒしʯ
事づくり事業

ใऩू ௐࠪݕ౼ ৫
্ཱͪ͛४උ

̏ ༝ܧࢢ業ࢧԉ事業
ঢ়ௐࠪݱ ஙߏ 事業։࢝

用語解説 【認定農業者】
業ܦӦج൫ڧԽଅਐ๏にجづく業ܦӦվળܭըのࢢொଜのೝఆをड͚た業ܦӦ者ɾ業ੜ࢈๏人の ͱ͜ɻ
【コミュニティビジネス】
地域が๊ る͑課を地域ݯࢿを׆ し͔ͳがΒ、ࢢຽがओମͱͳͬ Ϗͯジωスతͳख๏にΑͬ ͯղ しܾΑ͏ ͱする事業の ͱ͜ɻ
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■  対象とする課題
　由布市の観光は、全国的な知名度を有する温泉地を抱え、観光地としての認知度は高く、国の内外を問わず

多くの観光客が訪れており、市の産業の中心的な存在の一つでもあり、市の持つ強みともなっています。そう

いった中、競争力の高い魅力ある観光まちづくりを持続可能とするために以下のようなことが課題となってい

ます。

❶ 観光基盤の整備　　❷ 情報発信　　❸ 人材育成

■  目　　標
　由布院温泉を核として由布市全体を魅力溢れるものにし、競争力の高い魅力ある「滞在型・循環型保養温泉

地」を目指し、持続可能なまちづくりに貢献します。

■  基本方針
❶ 観光基盤の整備

a）受入れ環境整備

b）情報発信拠点の整備

❷ 情報発信

a）正確な観光基礎数値に基づく科学的なデータ分析を行い戦略的な情報発信の確立を目指す。

b）観光戦略と観光施策の情報共有と一元化した情報発信組織の確立を目指す。

c）観光客動線と商店街活性化とを結びつけた情報発信の検討

❸ 人材育成

a）訪日外国人、国内旅行者対応等の人材育成方針の策定及び研修

b）市民との協働による、人づくり・組織づくりの検討、育成

■  成果指標

■  推進体制
［１］官民の役割分担の明確化

　共通の目的、目標のもと、それぞれの役割を果たし、地域全体に資する取り組みを行います。観光行政

は、企画・統計、施設整備・安全管理、広域の対応等を、民間組織は、情報発信や観光案内、販売促進活

動等を行います。

［２］各地域における観光協会と旅館組合の役割分担の明確化
　役割分担を明確に行い、各組織がそれぞれの目的に沿って取り組むことが望ましいと考えられます。具

体的には、観光協会は、地域の観光まちづくりを推進し、旅館組合は、業界団体として地位向上、発展に

向けた取り組みを推進することがその役割として期待されます。

指標名 直近値 目標値 指標の説明

ฏۉࡏ数 1�10 （)26年度） 1�13 Ҏ্（)32年度） ॓ധ者の༝ࢢࡏ数

年ؒ॓ധ٬数 75�0 万人（)26年度） 77�1 万人（)32年度） 年ؒ॓ധ٬数延べ人数

重点戦略プラン

9

ܕࡏɾ॥ܕอཆԹઘ地
プロジェクトݱ࣮
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■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール

・観光行政を推進するにあたって、観光客を受け入れる観光基盤整備は、必要不可欠なものです。特に著しい

伸びを示す外国人観光客に対する対応の基盤整備は急務であり、優先順位の上位に取り組むべきものとし

て、まずは必要な基盤整備に取り組んでいきます。

・新たに立ち上げる観光推進組織の中で、観光に関する基礎数値を正確に収集し、そのデータを科学的に分析

した上でのマネジメントと情報発信こそが競争力の高い持続可能な観光地をつくることから、戦略的に観光

と地域経済との循環を結びつける情報発信の取り組みを実施します。

・質の高い観光地を目指し維持していくには、それに関わる人がいかに高い意識を持っているか否か、量的に

も人材が確保できているか等を含め、質と量の両面を満たす必要があります。その両面確保と、市民の関心

や共通理解を得る取り組みを実施します。

（推進体制図）

密に連携

密に連携

密
に
連
携

由布市が新規に“広域”を対象に行う独自機能・役割
科学的データ分析による戦略的な情報発信

由布市内の“各地域”が主に担っている機能・役割
住民主体の観光まちづくり

由布市商工観光課【行政】

由布市役所

●企画・統計（計画等）　●施設整備・安全管理
●広域（県／国対応）

由布市まちづくり観光局（仮）【民間、観光推進組織】
●観光経営戦略　●情報発信
●観光案内（大分県・周辺地域・九州・全国）等
●総務

各観光協会【民間、観光推進組織】
●観光まちづくり組織としての役割を強化する方向へ

各旅館組合【民間、業界団体】
●業界の地位発展に向けて

由布市庁内各課【行政】
●観光総合産業として連携を強化する方向へ

由布市各域振興課【行政】
●各地域の観光まちづくりを民間と協働して

広域

各地域

官 民

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍ ൫උのجڥडೖޫ؍
औりΈ

༺׆を（ࣈֆจ）٬ϐΫトάϥϜޫ؍֎のࠃ
したҊ標ࣝ、8J�'Jڥのඋ、ʮܕࡏɾ॥
ઃのॆ実をਤるɻࢪڌอཆԹઘ地ʯͱしͯのܕ

ޫ؍課 課ؔ

̎
ใൃ৴のޫ؍
৫ମ੍ཱ֬ٴͼ
一ݩԽのऔりΈ

ਖ਼֬ͳޫ؍ಈଶ数値にجづく、Պֶతσーλੳ
にΑるઓུతͳใൃ৴すべ͖༰のݕ౼ͱ、実ࢪ
する৫ମ੍づくりを͏ߦɻ٬ޫ؍ಈઢͱళ֗׆
ੑԽͱを݁ͼ͚ͭたใൃ৴のݕ౼ɻ

ޫ؍課 課ؔ

̏ ҭのऔりΈࡐ人ޫ؍
๚֎ࠃ人、ࠃཱྀߦ者対応の人ࡐҭ方のࡦ
ఆٴͼݚमを実ࢪし、Αりਂいࡉ͔ͳ͓ͯͳし
の実ߦͭͳ͛るɻ

ޫ؍課 課ؔ

ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ ൫උجڥडೖޫ؍ 実ࢪ

̎ ใൃ৴の৫ମ੍ཱ֬ޫ؍
Խ事業ݩͼใൃ৴一ٴ ௐࠪڀݚ 実ࢪ ূݕ

̏ ҭのऔりΈࡐ人ޫ؍
人ࡐҭ方ܾఆ
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■  対象とする課題
　基本構想で設定された「豊かな自然環境の実現」の実施に向けた重点プロジェクトとして位置づけられる本

プロジェクトでは、以下の点を対象課題として設定します。

❶ 由布市の水環境に関わる課題を解決していくためには、その課題がどのように起きているのかについての

客観的な調査研究が必要である。

❷ 水環境に対する市民の理解、関心をさらに高めることが、由布市の水環境を豊かにしていくために重要で

ある。特に、子どもだけでなく大人を対象とした環境学習の機会が必要である。

❸ 具体的な水環境創出の実践活動が必要である。特に、初動期においてはそうした活動を支える民官学によ

る体制づくり、仕組みづくりが必要である。

■  目　　標
　より多くの市民が、由布市の水環境に対してより正確な情報と知識、関心を持ち、現場での実践活動に参加

することで、由布市の水環境の保全と再生が進み、その恩恵を市民が享受できます。

■  基本方針
❶ 由布市の水環境に関する課題がどのように起きているのかについての客観的な調査研究を行う。

a）民官学の協働により水源涵養、水質汚染、生態系等に関する調査研究を行い、由布市の水環境に関する

課題がどのように起きているのかについての客観的な分析を進め、市民における成果の共有を図る。

b）由布市の水環境に関する課題解決の方向性や手法を民官学の協働で検討する際の参考とするため、水環

境創出に関わる先進的な事例や制度等に関する調査研究を行う。

❷ 水環境に対する市民の理解・関心を高めるための学習の機会をつくる。

a）水環境に関する環境学習や環境保全活動等に関するイベント、先進的な事例や制度等の幅広いテーマを

持った勉強会を開催しながら、環境教育プログラムとしての構築を目指す。

b）学習や活動の機会を市民に提供する中で、企画運営側として活動する市民を募り、地域へ根付いた活動

の醸成を図る。

c）市民活動に必要な機器等の貸し出しシステムを整備する等、市民活動を支援する仕組みづくりを進める。

❸ モデル地区において水環境創出の実践活動を行う。

a）水環境創出のモデル事業に民官学の協働で取り組みながら、水環境創出に向けた協働体制（プロジェク

トチーム）づくり、仕組みづくりを進める。

■  成果指標
指標名 直近値 目標値 指標の説明

ௐࠪ݅ڀݚ数 1݅（)26年度） 5݅（)32年度） Տਫ࣭の他、֤छௐࠪを͏ߦ

数࠵शձ։ֶڥ 10ճ（)26年度） 30ճ（)32年度） ಈ׆ڥ、श、イϕントֶڥ

Ϟσル事業数 ʕ 3事業（)32年度） ֤地域 1Օॴを目標

ه্ 3ͭのऔりΈ担い
खͱしͯࢀՃしたࢢຽの数 20人（)26年度） 100人（Ｈ 32年度） 延べ人数Ͱଌる

重点戦略プラン
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ຽֶͷڠಇʹΑΔ
๛͔ͳਫڥ出プロジェクト
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■  推進体制
　本プロジェクトは市民、事業者、行政、

専門家による民官学の協働体制（プロジェ

クトチーム）で進めることが重要です。な

お、プロジェクトチームの設置に関しては、

水環境に関して解決すべき課題や既存の市

民活動等の状況に応じて、対象地域は適切

な範囲を設定し、その地域に応じた適切な

体制で取り組むよう常に配慮することが重

要です。なお、各主体の役割は以下のよう

に想定していますが、プロジェクトの状況

に応じて適宜調整するよう留意が必要です。

市民・事業者：調査研究、環境学習、モデル事業等取り組みへの参加、協力等

行政：調査研究、環境学習、モデル事業等の実施、各推進主体間の調整等

専門家：調査研究、環境学習、モデル事業等の実施において科学的知見の提供、活動や事業のプロセスコーディ

ネート等

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール

・調査研究事業は、他の事業の基礎となるものであり、継続的な調査研究成果を積み重ねていくことが重要で

あることから、平成28年度より5カ年に渡って実施します。

・環境学習事業は、これまでの調査研究事業の成果、今後実施する調査研究事業の成果をもとに継続的により多

くの市民を対象として実施していくことが重要であることから、平成28年度より5カ年に渡って実施します。

・モデル事業は、上記の調査研究事業の成果や環境学習事業による機運の高まりを受けて、関係機関との調整

の上で実施していくこととします。

連絡調整

連絡調整

助言

助言・
調査協力

行政（全課）

学識機関

市民・事業者

目指すべき大分川の姿

・市民団体（NPO等）
・自治区等
・環境教育アドバイザー（大分県）等

調査研究
事業

環境学習
事業

モデル
事業

参加・協力

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍ ௐࠪڀݚ事業

ᶃਫݯᔻཆの؍͔Βྲྀ域のਫ॥にؔするௐࠪ
ɻ͏ߦをڀݚ

ᶄਫڥにؔするਫ࣭ٴͼੜଶܥのௐࠪڀݚを͏ߦ ɻ
ᶅਫڥ出にؔΘるઌਐతͳ事ྫ੍度にؔす
るௐࠪڀݚを͏ߦɻ

課ڥ
ઃ課ݐ
ਫಓ課
課

ҭҕһձڭ

̎ श事業ֶڥ
ᶃࢢຽを対象ͱしたֶڥशを実ࢪするɻ
ᶄڥอશ׆ಈのऔりΈを実ࢪするɻ
शձ、Տਗ਼、リόーΥーΫֶڥ（ྫ）

課ڥ
ઃ課ݐ
ਫಓ課
課

ҭҕһձڭ

̏ Ϟσル事業
๛͔ͳਫڥを࠶ੜɾ出するたΊのϞσル事業を
実ࢪするɻ
（ྫ）ࣗવ࠶ੜ事業（ϗλルのॅΉづくり、近

ͳਫลڥվળ）

課ڥ
ઃ課ݐ
ਫಓ課
課

ҭҕһձڭ

ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ ௐࠪڀݚ事業

̎ श事業ֶڥ

̏ Ϟσル事業
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■  対象とする課題
　由布市は、豊かな自然環境や充実した子育てサービス、そして大分都市圏という立地にありますが、近年は

少子高齢化が進み、空き家の増加、自治区の存続も懸念されています。また単に移り住むだけの移住では、地

域とのつながりが形成されにくいため、自治会や地域文化の維持が困難な状況になることが懸念されています。

❶ 移住者数や移住者のニーズ、移住後の課題の抽出、地区の現状と要望等の把握ができていない。

❷ 住居、特に就農希望、子育て等の移住者ニーズに対応できるワンストップサービス の仕組みがない。

❸ 大分都市圏としての由布市の強みや、豊かな自然環境を積極的にＰＲできていない。

■  目　　標
　由布市の強みを十分に活かした定住促進の取り組みを進め、自治区と行政の連携により、スムーズに移住希

望者が地域に住み受け入れられる環境づくりを行い、両者にとっての幸せな移住・定住を目指します。

■  基本方針
❶ 現状の移住者・定住者のデータの収集、ニーズの把握、蓄積、公表を行う。

a）市民の方が、住み続けようと思える仕組みの検討・実施

b）移住・定住希望者、既に移住してきた方のニーズの把握

c）既存の自治区の移住者等へのニーズの把握

d）市民協働による定住促進の仕組みの構築

❷ 移住・定住希望者の希望地域、住居、仕事、子育て環境等の情報やサービスをワンストップで提供できる

体制整備

a）空き家バンクの充実

b）滞在型保養温泉地の取り組みと連動し、移住を促進する体制及び人材を構築する。

❸　 戦略的な広報活動の実施

a）由布市内それぞれの地域性と、そこで実現できるライフスタイル を求めるターゲットの明確化

b）大分都市圏としての立地、そして美しい自然環境や四季の恵みと調和したライフスタイル 等、由布市

の強みを具体的に表現した広報活動

c）ツーリズムとも連動した移住定住促進の実施

■  成果指標
指標名 直近値 目標値 指標の説明

人ޱಈଶに͓͚るࣾձಈଶ
の推Ҡ数 ʵ 115人（Ｈ 26年度） ʵ 50人（Ｈ 32年度） సೖ者ͱస出者にΑるࣾձಈଶの૿ݮのࠩ

ۭ͖Ոใར༻者数  100݅（Ｈ 26年度） 200݅（Ｈ 32年度） ۭ͖ՈόンΫのར༻ొ者数

ҠॅίンγΣルジϡ人数 1人（Ｈ 27年度） 2人（Ｈ 32年度） Ҡॅر者ͱड͚ೖΕଆͱのڮしする人の数

重点戦略プラン
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༝ͳΒͰͷ
Ҡॅɾఆॅプロジェクト

4746



■  推進体制

　移住コンシェルジュが中心となり、由布市への移住定住希望者への対応、ターゲット層への積極的広報を行

います。また、市役所の各課と密な連携により、希望者の要望やニーズに素早く対応できる内部の仕組みをつ

くります。また自治区とのミスマッチングを防ぐためにも、受け入れ希望地区等と連携を取りながら、スムー

ズな移住定住を促します。また、既存の移住定住者へのフォローや情報交換を行うことで、よりよい移住施策

の向上を目指します。

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール

ターゲット層

●受入体制整備
●情報提供

●情報提供

・ワンストップでの
   情報提供
・要望の聞き出し

・積極的な広報

・情報集約
・ニーズ等調査
・マッチング
・移住・定住後の
   フォロー

移
住・定
住
希
望
者

既存の移住・定住者

自治区移住コンシェルジュ
空家バンク整備等

由布市役所
子育て支援課、農政課、
健康増進課等の関係各課

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍ ఆॅٴͼҠॅ推ਐ事業
ɾࢢݱຽのఆॅԽをਤるΈづくり
ɾॅڥのڧΈͱड͚ೖΕଆのঢ়گを明֬にした
̧̥のల։

૯߹ࡦ課
地域ৼڵ課

健康૿ਐ課
ઃ課ݐ

ԉ課ࢧҭͯࢠ

̎ ۭ͖Ոར༻にΑる
ҠॅɾఆॅԽ事業

ۭ͖ՈόンΫの͞Βͳるར׆༻を目指すɻ
ۭ͖Ոొの募ू、ॅډにؔするҠॅر者のχー
ζѲ、ใൃ৴、ۭ͖Ոを׆༻したମ॓ܕݧധの
ஙߏ൫ج

૯߹ࡦ課 地域ৼڵ課

̏ Ҡॅ者ड͚ೖΕ
උ事業

Ҡॅر者ͱड͚ೖΕる地域のマッνンά࡞業
ड͚ೖΕる地域のڥඋ ૯߹ࡦ課 地域ৼڵ課

ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ ఆॅɾҠॅ推ਐ事業 උɾ実ࢪ

̎ ۭ͖Ոར༻にΑる
ҠॅɾఆॅԽ事業

උɾ実ࢪ

̏ Ҡॅ者ड͚ೖΕඋ事業 උɾݕ౼ 実ࢪ

用語解説 【ワンストップサービス】
一度のखଓ Ͱ͖、ඞཁͱするؔ࿈࡞業をશͯྃ͞ ΒͤΕるΑ͏ ઃ͞ܭ ΕたαーϏスの ͱ͜ɻ
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■  対象とする課題
　由布市は、豊かな温泉や湧水、自然がつくり出す四季折々の風景、神楽等の伝統文化、農業や畜産業に支え

られた食等の地域資源が豊富です。しかし、その豊富な魅力を市民で共有し、日本全体及び世界の諸外国に対

して積極的に表現、発信する機会をつくり出せていません。こうした地域プロモーション については、地

域外との連携が有効であるため、そうしたＰＲネットワークの構築も課題となっています。

■  目　　標
　市民、行政、企業、団体等が一体となって、市外の人々や企業、団体、大学の協力を得ながら、地域の魅力

を自信と誇りを持ってプロモーションできるようになります。プロモーションすることで市民や企業の地域に

対する愛着や誇りがより深まります。

■  基本方針
❶ 市民、行政、企業、団体等が一体となって、地域の魅力をプロモーションできるようになるために、市民

及び行政職員が由布市の魅力を再認識、共有する機会を創出する。

❷ 地域プロモーション を推進するための市民、行政、企業、団体、大学等の連携体制を、市内外含めて構

築する。市外については、特に由布市出身者や由布市に観光で来られた方々等、由布市に縁のある方を第

一対象とする。

❸ 由布市の魅力を国内各地、世界各地に発信する戦略的なプロモーションを試行する。なお、市全体、地域

単位、テーマごと等、情報発信のエリア設定は、発信対象のターゲットや推進メンバー等の状況に応じて

その都度適切に設定する。

■  成果指標
指標名 直近値 目標値 指標の説明

地域のັྗをݟൃ࠶ɾڞ༗
するイϕントの։࠵ ʵ 5ճʗ年 3地域֤ 1ճٴͼࢢશମ 2

ճの։࠵

向͚のઓུతࠃ
プϩϞーγϣンのߦࢼճ数 ʵ 延べ 2ճʗ年 λーήットをదにઃఆ

し、ઓུతに実ࢪする

向͚のઓུత֎ࠃ
プϩϞーγϣンのߦࢼճ数 ʵ 延べ 2ճʗ年 λーήットをదにઃఆ

し、ઓུతに実ࢪする

重点戦略プラン
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地域プロϞーγϣϯਪਐプロジェクト

用語解説 【地域プロモーション】
地域の׆ をྗҡ࣋ɾ૿ ਐし࣋ଓతͳൃలをՄͱするたΊ、地域イメージ（人ίϛϡχςΟؚΊた地域ݯࢿのྗັͭ࣋）をߴΊ、地域֎にア
ϐールする͜ ͱɻ
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■  推進体制

　由布市にプロモーション推進体制を構築し、市民や企業、大学等の市内外の協力者と連携しながら、プロモー

ション活動を行います。

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール

　由布市内における地域の魅力の再発見・共有の取り組みを継続的に進めながら、戦略プロモーションの基盤

整備を進め、さらに戦略的プロモーションの試行をします。

来訪
行為
参加
移住等

由布市
（仮）プロモーション

センター 連携

魅力の磨き上げ
コンテンツの充実

戦略的、適切な
プロモーション
活動

国
内
各
地
、世
界
各
地

市外協力者

市内協力者・コンテンツ作成
・調査等
・プロモーション活動

・由布市出身者
・由布市のファン等

・市民
・自治区
・商工会、事業者等

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍ 地域のັྗのݟൃ࠶ɾڞ༗ 地域୯Ґςーマ͝ͱͰ、༝ࢢのັྗをり、ڞ
༗するػձをઃ͚るɻ ૯߹ࡦ課 地域ৼڵ課

̎ ઓུతプϩϞーγϣンの
൫උج

༝ࢢのັྗをޮՌతにࢢ֎プϩϞーγϣンし
ͯいくたΊの༝ࢢ֎をؚΊたΈ、ମ੍をߏ
ஙするɻ

૯߹ࡦ課 શ課

̏ ઓུతプϩϞーγϣンの
ߦࢼ

ࠃ、にΑりܞ業、ஂମ、େֶの࿈ا、ߦ、ຽࢢ
֎に向͚たઓུతͳプϩϞーγϣン׆ಈをߦࢼするɻ ૯߹ࡦ課 શ課

ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ 地域のັྗのݟൃ࠶ɾڞ༗

̎ ઓུతプϩϞーγϣンの
൫උج

̏ ઓུతプϩϞーγϣンのߦࢼ

5150



5352



5352



■  対象とする課題
　由布市は、由布岳や温泉等の自然環境や神楽等の歴史文化等様々な地域資源があります。由布市の魅力は、

これらの資源を直接体験することでより深く感じられるものですが、現状は訪問者にそのような体験を十分に

提供できていません。由布市の地域資源を十分に活用した魅力あふれるツーリズムを展開していくため、以下

の課題に取り組みます。

❶ 観光基本計画においてツーリズムの素材は概ね洗い出しているが、健康づくり、食等といった由布市の魅

力を直接体験できるメニューの開発、パッケージ化ができておらず、ツーリズムメニューの企画、実施、

広報、評価を行う組織体制の構築ができていない。

❷ 農家民泊体験やクアオルト研究会等の個別的な取り組みがあるが、それらの連携ができておらず、またそ

れらの事業における受け入れ地域、参加者のデータや感想等の共有ができていない。また来訪者のニーズ

把握ができていない。

❸ ツーリズムを受け入れる市民や事業者等との連携体制が構築できていない。また来訪者の感動体験には、

市民との交流が重要なポイントであるが、市民の受け入れ体制ができていない。

■  目　　標
　豊かな温泉や湧水、大分川を中心とした地形、自然がつくり出す四季折々の風景・神楽等の伝統文化、農業

や畜産業に支えられた食等の資源を十分に活用した、由布市の魅力をより深く楽しめるツーリズム（ゆふツーリ

ズム）の推進体制を構築し、メニューを充実させ、パッケージ化します。また、ツーリズムの実施を通じて、市

民と来訪者が交流し、市民がやりがいを感じながら参加し、来訪者が感動や共感を持つような機会を創出します。

■  基本方針
❶ ツーリズムの新規メニューの充実、パッケージ化

a）ツーリズムの企画、実施、広報、評価を行う体制の構築

b）由布市の資源をより深く体験できるメニューの企画、実施

c）由布市の資源をより深く体験できるツーリズムメニューのパッケージ化とＰＲ活動の実施

❷ ツーリズムに関する市民や来訪者等へのニーズ調査

a）既存のツーリズムにおける受け入れ地域、参加者等への意向調査と調査結果の共有

b）受け入れ地域（候補も含む）のツーリズムに関する意向調査

❸ 市民のおもてなし精神の醸成とスキルの向上、地域の受け入れ体制の構築

a）受け入れる市民を対象とした講座、講習会の開催

b）地域の受け入れ体制の構築

■  成果指標
指標名 直近値 目標値 指標の説明

したπーリζϜの৽ࢪը、実ا
メχϡー数ن 0݅ 20݅（Ｈ 32年度）

Թઘ地ܗをੜ͔した健康
向のπーリζϜ、৽しࢤ
いメχϡーの։ൃをਐΊる

ຽの数ࢢՃしたࢀにࢪը、実ا 0人 延べ 20人（Ｈ 32年度）

者数ߨのड࠲ߨ業向͚اຽࢢ 0人 延べ 100人（Ｈ 32年度）

重点戦略プラン

13

Ώ;πーϦζϜਪਐプロジェクト
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■  推進体制

　ツーリズムの企画、広報、実施、評価体制を整える。企画、実施、広報にあたっては、市民や事業者等と連

携して取り組む。

■  目標実現に向けた主な取り組み

■  目標実現に向けたステップと５カ年のスケジュール

ツーリズムの提供・情報発信

フィードバック

由布市

来訪者等

自治体

●ツーリズムの開発・参加

企画、実施、調整、評価
「ゆふツーリズム」推進体制の構築

市民
NPO等市民団体

●ツーリズムの開発・参加

農業団体
商工会・事業者等

●ツーリズムの開発・参加

観光新組織
●各種専門分野における
　連携・協力・広報

ओͳऔ名 औ༰の説明 担当課 課ؔ

̍ πーリζϜの
ใ、ධՁ、ࢪը、実ا

ɾπーリζϜ推ਐମ੍のߏங
ɾπーリζϜメχϡーのاը、実ࢪ
ɾπーリζϜメχϡーのύッέージԽͱ13׆ಈの
実ࢪ

ޫ؍課
健康૿ਐ課
課

૯߹ࡦ課

֤地域ৼڵ課
課ؔ

̎ πーリζϜに
ؔするௐࠪ

ɾड͚ೖΕ地域、དྷ๚者を対象ͱしたҙ向、χー
ζௐࠪ、ؔ者に͓͚るௐࠪ݁Ռのڞ༗

ޫ؍課
健康૿ਐ課
課

૯߹ࡦ課

֤地域ৼڵ課
課ؔ

̏ ຽのࢢ
地域දྗݱの向্

ɾࢢຽا業向͚のߨ、࠲ߨशձの։࠵
ɾ地域のड͚ೖΕମ੍のߏங

ޫ؍課
健康૿ਐ課
課

૯߹ࡦ課

֤地域ৼڵ課
課ؔ

ओͳऔ名 ฏ 2�年度 ฏ 2�年度 ฏ 30年度 ฏ 31年度 ฏ 32年度

̍ πーリζϜの
ใ、ධՁ、ࢪը、実ا

̎ πーリζϜにؔするௐࠪ

̏ の向্ྗݱຽの地域දࢢ

5554



5756



5756



発 行 者：由布市総務部総合政策課
電話番号：097-582-1111（代表）
ホームページ：http://www.city.yufu.oita.jp/

第二次由布市総合計画 重点戦略プラン
平成28年3月 発行

1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年

総合計画は、以下の３つの内容で構成されています。

■ 第二次由布市総合計画の構成

由布市総合戦略（5年）

実施計画（3年）

実施計画（3年）

由布市総合戦略は国の地方創生に基づき作成した計画で、
総合計画とも結び付きの強い施策を定めています。

基本構想（10年）
基本構想は、全ての施策につ
いて、10年間で由布市が目指
す方向性を定めています。

重点戦略プラン（5年）

実施計画（3年）

重点戦略プランは、この5年間で重点的に
取り組むべきことを定めています。

実施計画は、「基本構想」「重点戦略プラン」の2つを踏まえ、
3年間での事業計画を定めており、毎年見直しを行います。




